	平成29年12月22日（金）
平成29年度　 第5回

大阪府河川整備審議会
	参考

資料

4


平成２９年度　第４回大阪府河川整備審議会　議事要旨
日　時
：平成2９年１１月７日（火）18:00～20:05
場　所
：大阪府公館
出席者　：委員）大石会長・阿部委員・綾委員・多田委員・鶴田委員・馬場委員・弘本委員　計７名
（欠席：柴田委員、田中委員）
まとめ

概　要　：〔以下、○委員　●事務局〕
(1) 寝屋川流域総合治水対策の事業評価について
○事業進捗状況について、「完成予定年度」を記載している事業と「事業中」となっている事業の違いは？また「空欄」となっているものはどのような進捗か。
●完成年度の目途が立っているものについて「完成予定年度」を記載しており、事業スパンが長く現時点で完成年度が明確でないものについて「事業中」と記載している。また現時点で未着手のものは「空欄」としている。
○「社会情勢の変化」について、調書では前回と変化が無いようだが、最近の集中豪雨による被害の激甚化や高齢化が進んでいるなど変化していることもあると思うが、どのような指標で評価しているのか？
●本評価では、浸水戸数など浸水による被害の観点を指標としている。
○流域の自治体と一緒に総合治水を実施していく上で、流域対応の300m3/sについては自治体の財政的な状況などが原因でうまく進められないということはないのか。
●流域対応の300m3/sについては流域市毎に割り当てを決めているが、開発に伴う流出抑制対策として民間が実施するものもあり、自治体の財政力に大きく左右されるものではないと考えている。
○寝屋川流域の2次計画と3次計画を比較すると、計画対象降雨は変わっていないが基本高水流量が大きく変わっている理由は。
●流出係数の増加及び寝屋川流域の特徴である内水域の流量を河川事業で受け持つ計画としたため。
○北部地下河川の大深度地下使用への変更が妥当なのかどうか、進捗の見通しや投資効果などをもっと評価調書の対応方針欄に記述すべき。
●都市計画道路の見通しによる効果発現時期や投資効果を勘案した結果であることが分かるように資料を修正する。

○ハード整備に対する事業評価ではあるが、適切な土地利用の観点も踏まえた上で、どのように取組んでいるのか。
●水防法の改正により国から水害リスクを考慮した土地利用に関する施策も出てきている。寝屋川流域のような進展した市街地では難しい面もあるが、リスクを公開することや市町村等との連携により、新たな開発に対して宅地嵩上げなど、水害リスクを考慮した土地利用の取組みについて引き続き取り組んでいく。
○流域対応300m3/sなど総合治水におけるソフト対策に関する記述が少ない。流域にお住まいの住民と共有することが重要なので取組み内容を記述するべき。
○例えば寝屋川治水緑地ではメダカに似たカダヤシという特定外来生物が繁殖し、府民の手により外来種を広める要因にもなりかねない。治水事業により新たな遊水地を築造すると外来種への対策も必要という事を記載すべきではないか。
●引き続き市町村、公園管理者と協力しながらさまざまな機会で啓発を行い、流域住民の外来種に対する理解を広げていく取組みにつなげていく。

○大深度地下使用による増額の151億円について、深く掘るための費用やポンプ費用など内訳はどのようになっているのか。
●中間にある城北立坑がポンプ場本体など深く掘ることの増工分が主である。
○ポンプ運転調整は事業が完了すれば不要となるのか。ポンプ運転調整を行うことにより浸水が想定される地域の方に周知を行っているのか。
●事業完了後も、計画規模以上の雨が降れば水位が上がるため、ポンプ運転調整は起こり得る。ポンプ運転調整をした場合の浸水シミュレーションを基にハザードマップとして配布している事例がある。
○寝屋川流域総合治水対策の事業評価については、継続審議とする。速やかに府民意見募集を開始するとともに、今後現地視察を実施する。
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